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Ⅰ．申込 

１．販売の方法 

   保留地の購入を希望される方は、当組合に対して申込をしていただき、当組合に

よる申込に対する審査の結果、売却決定された方と売買契約を締結します。 

   但し、下記申込期間内に複数の方から申込があった場合は抽選を行い、当選した

方に対してのみ、上記審査をいたします。 

 

 

２．申込の方法 

 （１）申込期間 

 

令和５年６月２２日（木）午前１０時００分から 

令和５年７月４日（火） 午後３時００分まで 

（12時より13時までは窓口を締めております。） 

（土日祝日は除きます） 

  

     ※申込期間内の申込完了の先後により、取扱いに差異は設けませんので、 

充分な検討の上、申込をしてください。 

 

 

 （２）申込受付場所 

 

     株式会社名南事務所（当組合事務受託事務所） 

住所：名古屋市緑区定納山二丁目２０２番地  

      電話：０５２－９０８－８５００ 

      営業時間：午前９時００分から午後５時００分まで 

（土日祝日は除きます） 

      ホームページ：http://www.myogan.meinan-office.jp 

            （検索エンジンで、「明願土地区画」で検索しても可） 

 

      ※保留地現地では、申込受付及び保留地情報の提供を行っておりません。 
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 （３）申込に必要な書類 

  ①保留地買受申込書（所定の用紙に必要事項を知得できるように丁寧に記入し、 

   押印のうえで提出してください。） 

     ②住民票の写し（発行から３カ月以内のもの。） 

     ③源泉徴収票（最新のもので、自営業の場合は確定申告書等。） 

     ④委任状（代理人が提出する場合のみ。代理人は成人者１名に限ります。 

          委任状への押印は買受申込書の印と同じものを押印してください。） 

 

※今回の販売で、同一人が複数の筆に申込をすることはできません。 

      ※口頭、郵送、メール、ＦＡＸ、電話、所定外の申込書による申込、又は申込

撤回は受付いたしません。 

      ※保留地買受申込書には、将来保留地売買契約する方の氏名を記入してくださ

い。共有名義で契約をされる方は連名で記入し、必要書類もそれぞれ用意し

てください。 

      ※買受申込書に記載した申込者氏名は、原則変更できません。 

      ※申込時に提出された書類は返却致しませんので、ご了承ください。 
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（４）申込にあたっての主な注意事項 

     ①申込前に、申込をする本人が保留地の現地を確認し、本書をよく読んで不明な

点は事前にお問い合わせください。 

      現場への行き方は、配布している地図を参考にしてください。 

     ②現地を確認するにあたり、当組合地区内の一部は工事中ですので、立入には十

分注意し、不必要な立入はせず、標識や組合関係者の指示を守ってください。 

③地区内道路において、迷惑駐車はご遠慮ください。 

④地区内では予告なく通行規制を行うことがあります。 

     ⑤保留地を購入されても、区画整理事業により新たにできる土地のため、事業が

完了するまでは土地の登記はできません。但し、登記が完了するまでは、当組

合が保留地に関する証明書を発行しますので、ご安心ください。 

     ⑥保留地については、換地処分までは法務局の土地登記簿がないため、抵当権の

設定登記はできません。そこで登記ができるまでに金融機関から融資を受ける

場合は、保留地ローンを利用することになります。当組合と金融機関との協議

時間が必要ですので、融資を受ける予定の金融機関にお早めにご相談ください。 

※融資されなかった場合の契約の解除（ローン特約）は認めておりません。 

⑦当組合に対して、保留地の購入における不動産売買の仲介手数料は必要ありま

せん。 

※今回の４筆の保留地販売については、不動産売買にかかる宅地建物取引業を

営む者が受けることのできる報酬は、当組合から支払われません。 

⑧保留地の使用目的は、申込者本人の住宅の敷地としての使用に限定します。 

 保留地にお望みの住宅が建築できるか否か申込前に業者と相談してください。 

⑨保留地に建築する住宅につき施工業者を当組合は指定しません。 

⑩位置図などの道路等公共施設の位置は、現在の計画図です。 

⑪本要領において、当組合からの通知又は連絡を拒み、不在により連絡がつか 

ない、住所又は居所が不明のときは、通知又は連絡に代えて、当組合に定め 

られた公告をすることで足りることとします。 

⑫申込みの撤回は、申込者の住所氏名（自書）、保留地の地番、申込撤回の意思 

を記入した書面に保留地買受申込書と同じ印を押印し、申込期間内に申込受 

付場所に提出してください。 

但し、申込の撤回は申込者１名につき１度のみとします。 

     ⑬組合が分かる範囲ではお教えしますが、組合地区内の空き地は規制の範囲内で

あれば様々な使用収益（ex.アパート、集合住宅、畑、商業施設、作業場、倉庫、

集人施設、保育施設）がされることがありますので、ご了承ください。 

     ⑭目的の使用が可能か、保留地周辺の規制をご自身でも確認をしてください。 
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 （５）申込者の資格 

    申込者とは、上記（３）の必要書類を提出した者をいいますが、次のいずれ

か一つにでも該当する方の申込は無効となります。 

     ①未成年者 

     ②成年被後見人、被保佐人若しくは被補助人（不動産に関する権利の得喪を目的

とする行為につき補助人の同意を要する場合） 

③破産者で復権を得ない者 

④国税その他公租公課について納税義務を怠っている者 

⑤反社会的勢力等の関係者（契約締結時に該当しない旨を書面で誓約頂きます） 

⑥購入する意思がないと認められる者 

⑦同一人にもかかわらず２筆以上の保留地に申込をした者 

⑧過去及び現在において、正当な事由なく当組合の保留地処分要領上の義務また

は売買契約上の義務を履行しなかった者 

⑨保留地買受申込書等に虚偽内容を記載、内容を知得できない記載をした者 

⑩当組合に対して虚偽の説明、不正行為、不都合な行為をした者 

⑪本要領に従わないと当組合が認めた者 

⑫当組合から申込を取り消された者 

⑬他の申込者又は当組合の行為を妨害した者 

      

 

（６）当組合で保留地ローンが可能な金融機関 

   （令和５年６月時点） 

緑信用農業協同組合 

十六銀行 

中京銀行 

碧海信用金庫 

知多信用金庫 

大垣共立銀行 

住宅金融支援機構（代理店によっては不可） 
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Ⅱ．抽選 

申込が複数あった場合には、その筆について当組合の審査を受ける者を決めるため、抽選

を行います。 

抽選は非公開で当組合の理事が行います。 

１．抽選 日時 

   令和５年７月５日（水）※午後の予定です。 

２．抽選 開催場所  

    名古屋市緑区定納山二丁目２０２番地 株式会社名南事務所 

３．抽選の手続き 

（１）抽選は理事が申込受付番号を書いた紙を入れた箱から、その紙を引く形式で行いま

す。 

（２）抽選される対象者は申込者です。 

（３）当組合の理事は、監事立会のもとに抽選を行い、当選者及び次点者を決定します。

当選者及び次点者は申込者でなければなりません。 

   当選者の申込が無効の場合は、当選の権利は消滅します。 

（４）次点者は当選者の申込が無効の場合に代わって当選者となります。 

当初の当選者が保留地売買契約を締結した場合、または次点者の申込が無効の場合

は、次点の権利は消滅します。 

  （５）抽選日の翌日、当選者及び次点者の申込書記載の連絡先に当組合から電話をします。

抽選日から２日間が経っても電話がつながらない、および電話がつながるのに応答

しない場合は、申込書記載の住所に通知書を郵送し、期限までに当選者または次点

者から応答がない場合は、当組合は当選者又は次点者の申込を取り消します。 

    当選者および次点者以外の申込者に連絡はいたしません。 

（６） 災害その他特別の事由により、当組合が抽選会の開催が困難であると認めたときは、

抽選会を中止、延期することができます。この場合、当組合は一切の責を負いませ

んのでご了承ください。 
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Ⅲ．保留地売却決定 

 １．申込証拠金の納付 

         

 （１）当選者は、令和５年７月１４日（金）までに、当組合指定金融機関口座に、申込証

拠金として金１０万円を納付してください。 

 

     ※振込手数料はご負担願います。 

     ※申込証拠金は、当選者と売買契約が締結されれば、締結時に売買代金に充当さ

れます。申込証拠金の納付後に下記Ⅳの期限内に当該契約が締結されない場合、

又は当選者の申込みが無効になった場合は、申込証拠金は当組合に帰属し返却

しませんのでご注意ください。 

     ※申込証拠金に利息は付しません。 

     ※次点者が当選者になった場合は納期限を別に定めます。 

 

 （２）上記期限までに申込証拠金の納付がされない場合、又は当組合の承認なく売買契約

が期限内に締結されない場合は、組合は当選者の申込を取消すことができます。 

  

２．審査 

申込証拠金の納付を確認後、当選者（１筆に申込者が１名の場合はその者が当選者

となります）の申込必要書類を当組合が適切な時期に審査を行い、売却することを決

定した場合は、当選者に対して保留地売却決定あった旨を連絡します。 

   当組合が売却決定しなかった当選者の申込は取消します。 

     ※審査内容は、非公開とさせていただきます。 

     ※当組合の審査により売却決定されなかった場合、当選者が振り込んだ申込証拠

金は返却致します。 

     ※売却決定される者は、当選者かつ申込者でなければなりません。 
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Ⅳ．手付金の納付 

  １．保留地売買契約日の日程調整（土日祝日以外でお願いをしています） 

     当組合が特別に認めた場合を除き、売却決定の連絡日から、１４日以内に売却決

定された者と売買契約を締結します。 

     売買契約には、本人の出席が必要です。代理人による契約締結はできません。 

事前に、当組合の保留地予定地売買契約書及び反社会的勢力等でないことの誓約

書の写しをお渡ししますので、契約日までに読んでいただくようお願いします。 

   

  ２．手付金の納付 

     売却決定された者は、契約締結までに、当組合指定金融機関口座に、手付金とし

て売買代金の１０％相当額（１万円未満切り捨て）を納付してください。 

※振込手数料はご負担願います。 

      ※手付金に利息は付しません。 

      ※申込証拠金、手付金は売買契約締結時に売買代金の一部に充当されます。 

 

Ⅴ．保留地売買契約の締結 

  当日の持参物（共有の場合は、（２）～（５）については共有者全員必要です。） 

    買受申込書に記載された売却決定者本人全員の出席が必要です。代理人は不可。 

   （１）手付金支払証明書（ex.振込証明書）  

   （２）印鑑（実印） 

   （３）印鑑登録証明書（発行から３カ月以内） 

   （４）本人確認書類（運転免許証、健康保険証等、法人の場合は代表者のもの） 

   （５）身分（身元）証明書（個人の場合。本籍地市町村長発行の破産等に該当しない

ことの証明。発行から３カ月以内のもの。） 

（６）収入印紙（契約額１千万円超５千万円以下は、１万円分） 

 

Ⅵ．売買代金の納付 

   契約を締結した者（以下、買主）は、当組合が特別に認めた場合を除き、売買契約締

結日から３０日以内に売買代金全額から手付金と申込証拠金を差し引いた額を当組合指

定金融機関口座に納付してください。 

※振込手数料はご負担願います。 
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Ⅶ．保留地の引き渡し 

   売買代金全額の納付を当組合が確認した後、保留地を現状で引き渡します。 

但し、当組合が引き渡し日を別に定めた場合は、その日に現状で引き渡します。 

  

引き渡し（使用収益可）の際は、契約内容及び下記条件を遵守してください。 

 

 

●保留地の使用収益の主な条件 

 

○保留地の引き渡し以降は、買主が購入した保留地の管理の責任を負います。 

○雨水排水は、保留地内で適切に処理し、処理施設を適正に維持管理してください。 

○売却した保留地の使用収益又は工事にあたり、買主及び施工業者は周辺住民の住環境に

配慮してください。 

 ○保留地において買主が使用収益を行う場合は、土地区画整理法、宅地造成等規制法、建

築基準法、都市計画法等その他関係諸法令に従ってください。 

 ○上下水道、電気、ガス等の保留地内への引込費用、Ｕ字溝蓋設置費、地盤調査費、液状

化判定、地盤改良及び液状化対策費、擁壁費用、転落防止柵、外構、階段等の保留地の

引き渡し後に必要となる一切の費用は買主の負担となります。 

※前面道路のＵ字溝に蓋掛けをする場合は、車道用コンクリート蓋で、コンクリー

ト蓋の１０枚に1枚は車道用グレーチング蓋としてください。 

          ○保留地内の工作物（土留めなど）等は、境界から５ｃｍはなして施工をしてください。 

         ○保留地内で工事を施工する場合は、事前に境界杭の本数、杭間の寸法が当組合発行のブ

ロック図と同じであること及び杭種を確認してください。工事完了後に、境界杭が当初

と異なっていることが発覚した場合は、修正行為、又は修正費用の請求をいたしますの

でご了承ください。 

          ○買主は売却した保留地に対する現状地盤高の変更行為、および周辺土地に影響を与える

変更行為をしないでください。 

やむを得ず上記行為をする必要がある場合は、隣接土地権利者および関係者の同意書を

当組合に提出し、その指示を受けて下さい。なお、上記行為により生じた自己又は第三

者の損害は全て買主の責任とします。 

 ○保留地その他周辺施設の使用については、当組合の事業上一部制限することがあります

ので、ご了承ください。 

○保留地周辺の電柱は、買主に承諾なく事業上位置を移動させることがありますので、ご

了承ください。 
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●その他主な条件 

 

○売却した保留地の所有権移転の登記は、換地処分による区画整理登記の完了後に、売買

代金全額が納付されたことを確認した上で、司法書士に依頼して買主とともに申請手続

きを行います。その所有権移転登記に要する一切の費用は買主の負担とします。 

○保留地の所有権移転登記完了まで、買主は保留地の権利を第三者に譲渡できず、また保

留地に対して第三者に使用収益権及び担保権の設定又は変更はできません。但し、当組

合の承認を得たものを除きます。 

○保留地の所有権移転登記完了まで、買主は売却した保留地につき分筆はできません。但

し、当組合の承認を得たものを除きます。 

○売却した保留地には当組合からの賦課金を課さず、また当組合からのあらゆる交付金及

び財産分配の対象から除外します。 

○売却した保留地に対する瑕疵担保責任による売買契約の解除および損害賠償請求は、保

留地の引き渡し日から 1年を経過したときはできません。但し、買主が瑕疵を知ってい

たときは、当組合は瑕疵担保責任を負いません。 

○買主は売買契約における印紙税、保留地の引き渡し後の公租公課（固定資産税、都市計

画税、不動産取得税、登録免許税等）を負担しなければなりません。 

○売却した保留地について後日当組合事業による測量の結果、面積に変更があったときは、

その増減した面積に売買契約で定める１㎡当たりの売買単価にて算出した金額をもって

精算します。増減どちらの場合も利息は付しません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


